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我々は，有明海・八代海沿岸低地に立地する要配慮者利用施設（幼保・福祉施設）ならびに学校を対象にア

ンケート調査を実施し，社会的・地理的背景を踏まえた防災対策の現状と課題について考察した．その結果，

福祉施設では 9 割以上が避難確保計画やタイムラインの整備に苦慮している実態が明らかとなった．また，学

校に比べ，幼保・福祉施設では防災マニュアルの見直しや職員への防災教育の実施が低い割合に留まり，地震・

火災・津波等に比べ高潮に対する防災マニュアルの整備や避難訓練の実施割合が低いことも明らかとなった．

近年の台風災害の激甚化・高頻度化に伴い， 立地特性や避難場所までの距離等を考慮したタイムラインの設定

が必要とされ，高層商業施設の避難場所指定や避難タワーの建設等も視野に含めた行政対応が重要である． 

 

Key Words: Disaster, Coastal Area, Hazard and Risk, Earthquake and Tsunami, Heavy 

Rain, Disaster Education 

 

１．はじめに 

 

近年，線状降水帯や大型台風よる短時間降雨が引き起

こす河川の氾濫等による水害の激甚化が指摘されている．

平成28年台風10号では，死者・行方不明者27名となり，

岩手県の高齢者施設では 9名が犠牲となった．これらを

契機として，2017年には水防法ならびに土砂災害防止法

が改正され，浸水想定区域および土砂災害警戒区域内に

おいて市町村地域防災計画に定められた社会施設，医療

施設等の管理者等は，避難確保計画の作成と避難訓練の

実施が義務付けられることとなった．また，避難確保計

画の策定を促進するために，その手引きや事例集ならび

に点検マニュアルなどが作成され，公開されている 1-3)．

その一方で，これらの要配慮者利用施設における風水害

の避難確保計画の策定が円滑に進んでいるとは必ずしも

言えず，策定を促進する取り組みの必要性が指摘されて

いる 4)．  

近年，新たな水害対策として，タイムライン設定の有

用性が指摘されている．タイムラインとは，災害の発生

を前提に起こり得る状況を想定し，「いつ・どのような防

災行動を・どの主体が行うか」について，時系列に整理

し纏めた防災計画のことである．特に迅速な避難が困難

である高齢者施設等では，その初動対応や事業継続にお

いてタイムラインを設定する必要性が指摘されている 5)．

また，要配慮者利用施設の水害時の避難行動に関する研

究も行われている 6-7)．このような先行研究がある一方で，

要配慮者利用施設等が抱える課題・懸念事項を整理した

事例は必ずしも十分とは言えず，地域の地理的特性等を

考慮した課題の抽出事例を蓄積していく必要がある． 

平成 11 年（1999 年）9 月 24日，八代海において台風

18号による甚大な高潮被害が発生し，熊本県不知火町で

は高齢者を含む 12名が死亡した．令和 2年（2020年）9

月 8日には，台風 10号が非常に強い勢力で九州に接近し

たことにより，浸水・河川氾濫・土砂災害・高波・高潮

等が再び懸念された．有明海・八代海では，閉鎖海域特

有の干満差が大きいことや高潮の増幅特性等も考慮しつ

つ防災対策を講じる必要がある 8)．そのような中で，特

に沿岸地域の干拓地等においては，土地利用の在り方が

農業的利用から都市的利用へ変わりつつある現状があり，

要配慮者利用施設の沿岸低地への進出が指摘される 9)． 

沿岸低地では高潮による被害が懸念され，沿岸低地に

新設される傾向にある要配慮者利用施設の災害に対する
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リスクマネジメントへの提言は今後ますます重要になっ

てくるものと考えられる．そこで本研究では，有明海な

らびに八代海のいわゆる海抜ゼロメートル地帯ならびに

その周辺の沿岸低地に立地する要配慮者利用施設（幼保

施設・福祉施設），および「学校」を対象に，各施設の防

災対策の現状と課題を明らかにすることを目的としてア

ンケート調査を実施した．また，本調査結果の分析から，

この地域の社会的・地理的背景を踏まえた沿岸域の防災

対策について，現状と課題について議論する． 

 

２．アンケート調査の概要 

 

「福祉施設」，「幼保施設」，ならびに「学校」の 3 者

をアンケート調査の対象とした．「福祉施設」は，高齢化

社会を反映した介護需要の増加に伴い各地で新設されて

いる．「幼保施設」は，待機児童の問題もありその需要か

ら，福祉施設と同様に新設される傾向にある．「学校」は，

発災時に「避難所」として避難者を受け入れる立場にあ

り，各施設との連携という観点から，その在り方につい

て改めて検証する． 

調査対象とした施設の選定は，地図検索サイトMapion

（マピオン）（©ONE COMPATH）を用いて，有明海なら

びに八代海の沿岸地域における「福祉施設」，「老人ホー

ム」，「学校」，「保育園」ならびに「幼稚園」を検索し，

地理院地図のデジタル標高地形図を参照して行った．本

アンケート調査で対象とした施設は，概ね標高 5 m以下

に立地することが多いが，沿岸地形により岩礁海岸で谷

底低地に施設が立地する場合など，その標高は 6～11 m

となる（図-1，2）．アンケート方式，実施期間ならびに

回答数等の概要は以下の通りである． 

〔配布・回収〕郵送による配布・回収アンケート方式 

〔実施期間〕令和 2年 7月 5日～令和 2年 8月 21日 

〔回答数〕福祉施設 64 施設（回収率 44%），学校 34 施

設（回収率 68%），幼保施設19 施設（回収率 44%） 

アンケート調査では，以下の 22 の質問を設けた．な

お，ここでSAは単回答，MAは複数回答，FAは記述に

よる自由回答である． 

①施設の種類（SA），②職員数（SA），③利用者数（SA），

④福祉施設のみ平均介護度（SA），⑤施設の建物構造

（SA），⑥築年数（SA），⑦建物の階数（SA），⑧その土

地での被災経験（FA），⑨ ⑧において被災経験がある場

合はその詳細（FA），⑩各災害（地震・津波・液状化・

土砂崩れ・洪水・風雨・落雷・高潮・火山・火災・降雪・

雪崩・原発事故・J アラート・その他）についてどの程

度懸念しているか（SA），⑪防災マニュアルに記載のあ

る災害種（MA），⑫防災訓練で実施している災害種（MA），

⑬浸水被害が想定される際の避難先（MA），⑭台風接近

時に確認する防災情報の種類（MA），⑮施設開設時の立

地選定理由の順位付け（SA），⑯その土地で地震被害に

遭うと思うか（SA），⑰その土地で津波被害に遭うと思

うか（SA），⑱海底活断層の存在を知っているか（SA）．

⑲防災研修や防災教育で工夫していること（FA），⑳防

災活動に関する各種設問（防災マニュアルの見直しの有

無，職員への防災教育の有無，発災時の職員の役割分担

を決めているか，避難所運営について地域の人と打ち合

わせしているか，専門家の意見が必要か，発災時の職務

代理，これまで外部から助言や講演の経験があったか，

発災時に行政の指示を待たずに避難するか，自施設が避

難場所であるか，危険が差し迫っている場合，自施設に

留まる可能性があるか，発災時の人手不足を感じるか，

外部機関（大学・行政等）からの助言はあるか）（MA），

㉑災害について相談できる機関はどこか（MA），㉒防災

対策で不安なことや要望（FA） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 調査対

象地域（有明

海・八代海沿

岸）．参考に標

高 6 m 以下の

地域を着色し

て示している． 

 

 

図-2 各施設の立地する標高 

 

３．アンケート調査の結果ならびに考察 

 

(1) 施設の概要 

アンケートの対象となった各施設の概要（施設の種類・

職員数・利用者数）について述べる．福祉施設は，有料
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老人ホーム（35 %）や認知症高齢者グループホーム

（26 %），特別養護老人ホーム等（15 %），デイサービス

（12 %），介護老人保健施設（8 %），養護老人ホーム（2 %），

軽費老人ホーム（2 %）であり，平均介護度は，「3」が

49 %，「4」が 31 %，「2」が 15 %，「1」が 5 %である． 

 

表-1 建物の構造・階数ならびに築年数 

 

 

 

 

 

図—3 施設開設時の立地選定理由 (N=12) 

 

幼保施設は，私立認可保育園（32 %），公立認可保育園

（21 %），私立認定こども園（21 %），公立幼稚園（11 %），

公設民営認可保育園（5 %），私立幼稚園（5 %），認可外

保育園（5 %）である．学校は，小学校（54 %），中学校

（37 %），専修学校・高専（3 %），高等学校（3 %），特

別支援学校（3 %）である． 

職員と利用者数は，各施設ともその施設の規模による

が，福祉施設では 11～20人（31 %），1～10人（29 %），

21～30（14 %），31～40（8 %），41～50（10 %）であっ

た．沿岸の水災害について，建物構造・築年数・階数（表

-1）は，自施設を避難場所として選定できるかという重

要な項目と関連する．アンケート調査からは，20年以内

に建てられた福祉施設が 7割弱，幼保施設が 5割という

結果となった．階数については，福祉施設と幼保施設の

6~7 割が 1 階建てであった．一方で学校はその歴史は古

く，築年数も 40～50年という回答が多かった．また 2～

3階建てが多く，9割超が鉄筋コンクリート・鉄骨造であ

った． 

アンケート対象とした低標高地域に立地している施

設の多くが低層階であることを考慮すると，沿岸水害（津

波・高潮）の浸水域外へ避難することが最善の避難方法

ではあるものの，高台までの避難距離が長いことから，

迅速な避難が困難である場合も考えられる．垂直避難で

は十分ではない場合を想定して，高層階の商業施設，新

幹線施設などを津波・高潮避難ビルとして指定しておく

ことや 10)，早めの水平避難行動等についてタイムライン

を設定しておく必要性が伺える 11)． 

これに関連して，施設開設時の立地選定理由について

もアンケート調査を実施した．回答数が 12と少ないが，

管理者が土地選定の際に「災害の起きにくい場所」では

なく，「土地取得費用の安さ」や「敷地面積の広さ」を選

定理由に挙げており，周辺の環境や利便性，経済性が重

視される一方で災害リスクについては重視されていない

傾向が見られた（図-3）．沿岸地域で，なおかつ要避難距

離が長い場所に対しては，行政認可の際の階数制限等の

条件付与の検討が今後必要であろう． 

 

(2) 過去の災害経験 

現在の立地における被災経験の有無について，「ある」

と回答したのは福祉施設 14%，幼保施設 39%，学校 35%

であった．その内訳は「令和 2 年 7 月豪雨」，「平成 28

年熊本地震」，「平成 11 年台風 18 号高潮」であり，今回

のアンケート調査においては，平成 11年以前の災害は記

述がみられなかった．施設の中には，平成 11 年台風 18

号後に建てられたものも多く，一度も被災経験のない施

設が過半数を占める．一方で，この地域では過去に幾度

も高潮等の被害を被ってきた史実がある．地元で発生し

た災害史について，防災教育を通して学ぶ機会を設け，

地域防災への活用を図ることが重要であると考えられる． 

 

(3) 今後，懸念される各災害について感じる危険度 

有明海・八代海に面する各県（福岡・佐賀・長崎・熊

本ならびに鹿児島県）では，「雲仙断層群南東部」12)，「布

田川断層帯・日奈久断層帯」13) ならびに「南海トラフ」

最大クラス 14) 等を波源として津波想定が行われている
15)．また「高潮」については，室戸台風もしくは伊勢湾

台風と同等規模の台風が，1999 年台風 18 号の経路もし

くは沿岸部の西寄りを通過する想定で行われている 16)． 

建物構造

鉄筋コン

クリート
鉄骨造 木造 不明

福祉施設 36 22 42 0

幼保施設 50 33 11 6

学校 88 6 0 6

数字は割合（％）

階数

1階 2階 3階 4階
5階

以上

福祉施設 58 32 7 3 0

幼保施設 67 28 5 0 0

学校 26 26 46 0 2

数字は割合（％）

築年数

1～

10年

11～

20年

21～

30年

31～

40年

41～

50年

51～

60年

61～

70年

71～

80年

福祉施設 33 39 18 5 3 0 2 0

幼保施設 42 11 21 21 5 0 0 0

学校 4 20 17 19 30 4 3 3

数字は割合（％）
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これから懸念される各災害について感じる危険度（表

-2）について各施設にアンケートを行ったところ，「洪水」

「津波」「地震」「風雨」「高潮」がほぼ同等の割合で「危

険」あるいは「やや危険」との回答があった．一方で標

高 1～2 m の低地に立地しているにも関わらず，「高潮」

について「安全」と回答した施設もあり，特に標高が 2 m

付近に立地している施設の半分が「安全」と回答した．

熊本県八代市によるハザードマップでは標高2 m付近ま

で浸水する危険性が示されている．ハザードマップの周

知ならびに防災マニュアルの整備，また職員研修などを

通した防災教育の実施が課題として挙げられる． 

 

表-2 各施設の懸念する災害（順位） 

 

 

(4) 防災マニュアルの整備と避難訓練の内容 

 

 

図-4  マニュアル整備と避難訓練項目 

「防災マニュアルに記載のある災害」と，「避難訓練

時に想定している災害の種類」を調査した．両者の関係

から（図-4），それぞれの災害に対する危機意識と，実際

の備えとの関係を読み取ることができる． 

福祉・幼保施設ならびに学校のいずれも，火災に関し

ては高い割合で防災マニュアルに記載され，また実際に

訓練が行われている．一方で，風雨や洪水，高潮といっ

た水災害に対しては，各施設が懸念する災害において高

位に位置するにも関わらず，地震や火災に比べ防災マニ

ュアルに記載されている割合が低く，実際に訓練されて

いる割合は更に低い．特に高潮に関しては福祉施設，幼

保施設ならびに学校のいずれも過半数が危険あるいはや

や危険と回答し危機感を抱く一方で，実際のマニュアル

への記載や防災訓練に対しては地震・津波・火災等に比

べて顕著に低い割合に留まる．施設ごとの比較からは，

幼保施設では防災マニュアルに記載がある割合と実際に

訓練している割合との乖離が小さい一方で，学校や福祉

施設では防災マニュアルに記載があるにも関わらず，避

難訓練項目に入っていないことが推測される結果となっ

た．地理的特性等を反映した防災マニュアルの整備なら

びに様々な災害を想定した避難訓練の実施を通して，日

頃から備えることが重要であると考えられる． 

 

(5) 管理・運用・教育に関わる各項目 

災害対応について日頃相談できる機関については選

択式の回答結果（件数）を表-3に示す．主に「行政（市

区町村）」ならびに「消防署」が挙げられた． 

 

表-3  災害対応について日頃相談できる相手（機関） 

 
 

この他，防災管理・運用に関して，防災マニュアルの

運用や，職員を対象とした防災教育を行っているかの有

無，発災時の人手，地域の方との避難時の行動について

やり取りをしたことがあるか，について質問した（図-5）． 

防災マニュアルの更新ならびに職員への防災教育につい

て，多くの学校ではマニュアルが随時更新され，職員へ

の防災教育の機会があるようである．一方で，福祉施設

においてはマニュアルを随時見直す割合が，幼保施設に 

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位

福祉施設 洪水 津波 風雨 地震 高潮 火災 液状化

幼保施設 地震 洪水 風雨 津波 落雷 高波 液状化

学校 洪水 津波 風雨 地震 液状化 高潮 Jアラート

8位 9位 10位 11位 12位 13位

福祉施設 落雷 Jアラート 土砂崩れ 原発事故 火山 降雪

幼保施設 Jアラート 火災 原発事故 降雪 火山 土砂崩れ

学校 落雷 火災 土砂崩れ 火山 降雪 原発事故

懸念する災害

福祉施設 幼保施設 学校

行政（市区町村） 50件 14件 32件

消防署 42件 11件 26件

他の施設関係者 23件 6件 5件

行政（県） 19件 5件 6件

インターネット検索 17件 7件 10件

病院 11件 2件 2件

警察 7件 5件 11件

防災専門家（個人） 3件 1件 2件

防災専門家（大学等） 0件 1件 2件
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図-5  防災管理・運用・教育に関する項目の回答結果 

 

おいては職員への防災教育の実施する割合がいずれも 4

割に満たない．防災マニュアルを随時見直している割合

が低い福祉施設では，逆にマニュアルに不備がないか不

安と回答する割合が学校や幼保施設に比べて高い結果と

なり，半数近くに及んだ．また，地域防災計画に入って

いる要配慮者利用施設においては，避難確保計画の作成

が義務付けられているが，その作成に苦慮している現状

が浮き彫りとなった． 

幼保・福祉施設ならびに学校のいずれも，過半数で発

災時の職員の役割分担を決めており，災害に備えている．

一方で，福祉施設で 90%，幼保施設で 53%，学校で 56%

が，「発災時に職員の人手が足りるか不安」と回答してい

る．これまでの事例では，前夜から職員を泊まり込みで

待機させ避難したケースもあり 11)，職員参集の基準を設

定することが重要であると考えられる．学校は避難所の

運営側となり，開所にあたり鍵の受け渡し等で地域住民

（例えば自治会長）との事前打合わせが必要になること

が想定されるが，実際に「避難所運営について地域の人

と話したことがある」学校は僅かに 12%であった．また，

「浸水時の避難場所」（表-4）として，幼保・福祉施設の

大半が自施設以外に避難する必要があり，外部施設との

連携を必要としているが，幼保・福祉施設とも避難につ

いて地域の人と打ち合わせを実施している割合は僅かに

留まる．発災時に孤立しないためには，日頃から行政や

地域と積極的な連携を模索することが重要であると思わ

れる．さらには合同避難訓練の実施やタイムラインの設

定に関する事前打ち合わせの必要性等の課題が挙げられ

る． 

 

表-4  浸水が想定される際の避難場所 

 

 

(6) 発災時の行政の指示について 

「発災時に行政の指示を待たずに行動する可能性が

あるか」（図-6）という設問に対し，いずれの施設におい

ても「行政の指示を待つ」，「行政の指示を待たずに行動

する」がほぼ半数ずつとなり，意見が分かれた．一方で，

これまで緊急時に行政担当者が不在で困ったという意見

も聞かれた．行政の指示待ちではなく，事前に施設特性

を踏まえたタイムラインを作成して，共有する必要があ

るものと思われる．例えば，消防においては発災時には

通報が殺到し，状況によっては対応が困難になる場合も

考えられる．より安全な避難場所を設定できるよう，施

設管理者は，日頃から高台の居住区や会社・工場等を相

談相手として連携を図ることも有効であると思われる． 

 

 

図-6  発災時に行政の指示を待たずに行動するか 

 

(7) 有識者との連携について 

有識者からの講演や助言が有効と感じるかを問うた

めに，これまでの助言の有無と，今後，助言が必要か，

という設問をした．その結果，これまでに助言を受けた

施設は 10～18%，今後助言を受けたい施設は 18%に留ま

った．つまり，これまで専門家から意見を聞く機会があ

まりなく，今後も専門家からの助言をあまり必要として

いない．この結果は，「防災に関する研究者等の専門家が

学校や教育委員会へ指導・助言を行うのはどうか」とい

う提案に対して，良い取り組みであるとの回答が多かっ

たアンケート調査結果 17)とは異なり，興味深い．今後，

防災管理や防災教育に関する研究が，現場に十分役立つ

ように引き続き，検討していく必要があろう． 
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４．まとめ 

 

有明海ならびに八代海の，いわゆる海抜ゼロメートル

地帯ならびにその周辺低地に立地する要配慮者利用施設

（幼保・福祉施設）ならびに学校を対象に，防災対策の

現状と課題解明を目的としたアンケート調査を実施した．

当沿岸低地には要配慮者利用施設の開設が進んでいるが，

その多くは低層階の建築物である．そのため，沿岸水害

（津波・高潮）による浸水危険時には，早めの避難行動

等について検討する必要があるが，地震・火災などに比

べ，津波・高潮等に対するマニュアルの整備や防災訓練

の実施割合が低いことが明らかとなった．近年の台風災

害の激甚化・高頻度化に伴い，低層階施設に対しては，

施設の立地条件や，避難場所までの距離等を考慮したタ

イムラインの設定や，行政機関としては，高層の商業施

設の避難場所指定や避難タワー等の建設等も視野に含め

た対応が重要になるものと考えられる． 

幼保・福祉施設ならびに学校のいずれにおいても，過

半数で発災時の役割分担を決めており，災害に備えてい

る一方で，多く（特に福祉施設においては 9割以上）が，

実際に発災した際に職員の人手が足りるか不安を抱いて

いる現状が明らかとなった．発災時に要配慮者の安全を

どのように確保するのか，事前に行政機関や地域住民も

含めて検討し，円滑な連携を図ることが重要である． 

幼保・福祉施設では，学校に比べ防災マニュアルの見

直しや職員への防災教育の実施が低い割合に留まる．こ

の地域は，過去に幾度も高潮や洪水による被害を受けて

おり，過去の災害史を意識した防災教育等が発災時の被

害軽減には重要であると考えらえる．今後は，本アンケ

ート調査で明らかとなった防災対策に関する課題や懸念

事項を踏まえ，出前授業や防災研修を実施したい． 

 

謝辞： アンケートにご協力いただいた有明海ならびに八

代海沿岸の学校，福祉施設，幼保施設の管理者の方々に

この場を借りて厚く御礼申し上げる．本アンケート調査

は，文部科学省科学研究費助成事業「研究者による教員

防災教育のモデルケースの展開」（研究課題 18K13149，

研究代表者：五島朋子）の経費を用いて実施された． 
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